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1　現代企業理論と巨視的動学
　一国の経済活動を担う主体は，一般的には，家計，企業，政府，および
外国に大別されるが，現代資本主義経済の動態過程を決定づけるうえで，
特に巨大法人企業の果たす役割はきわめて大である。一国の経済動向を左
右しうる重要な諸産業のほとんどは寡占的であり，少数のそのような企業
によって運営されている。そしてそれらの企業は，企業の実質的な所有者
（株主）とは別個の，それぞれ専門的知識を有する経営者集団によって管
理され，運営されている。こうして，現代資本主義経済は，近年，「経営
者資本主義（managerial　capitalism）」とか「法人企業経済（corporate
economy）」とか呼ばれるようにもなっている（1）。現代のそのような巨大
法人企業の特質と行動をまず正しく把握することなくしては，現代経済の
動態を正しく分析し，理解することはできないといっても，過言ではな
い。従来の伝統的企業理論によっては正しく把握しえない，現代法人企業
に関する新しい経済理論的研究は，1950年代末以来，数多くの学者によっ
てなされてきている（2）。特に近年の，長期的視点からする新しい一連の企
業理論は，単に企業の理論としてとどまる性格のものではなく，全体とし
ての現代経済の動態を分析しうる巨視的動学理論を再構築するに際して，
その微視的経済学的礎石を供しうるものである（3）。事実，現実の経済の分
析をねらいとするポスト・ケイソジアソの巨視的動学（Post－Keynesian
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macrodynamics）の微視的経済学的基礎としての位置づけが，アイヒナー
とタリーゲル（A．S・Eichner　and　J・A・Kregel）によって，そのような
現代企業理論に与えられている㈲。
　しかしながら，この方向に硫究を進める場合，解明しておかなければな
らないもう一つの問題がある。たしかに巨大法人企業は，現代経済におい
て大きな支配力をもってはいるが，これらの企業の活動と相まって，全体
としての経済の動態過程を決定づけるのに役割を果たす，その他の経済主
体を無視することはできないからである。しかも現代経済におけるそれら
の主体の位置づけと役割は，巨大法人企業部門の発展により，伝統的理論
によって想定されていたものとは異なっている。このことは，現代企業理
論の展開のなかで明らかにされてきたところである（5）。従来の巨視的動学
理論の欠陥は，現代の巨大法人企業とそれらの企業から成る寡占的部門の
妥当なモデルを欠いていたこともさることながら，寡占的巨大法人企業部
門の発展に伴う経済の制度的・構造的変化の把握と，そしてその他の部門
との相互関連についての適切なモデルを欠いていたことにある，といえ
る。この点を十分に考慮して，適切なポスト・ケイソジアソの巨視的動学
モデルが構成されるならば，従来はあまり深く相互の関連が追求されるこ
となく並置されていた，微視的理論と巨視的理論との間隙も埋められるこ
とにもなるであろう。
　以上のような線に沿う体系的な巨視的動学の展開の試みは，まだ多いと
はいえないが，中でもすぐれたものとしてアイヒナー〔4〕がある。多面
にわたる豊富な内容と含意をもつこの著書は，上述のような線に沿って研
究を進めるに当たって，きわめて有用であり，示唆的である⑥。しかしな
がら，経済の短期的変動を越えた長期的動態を分析の対象とする巨視的動
学σ）の見地からすると，アイヒナーの理論には問題がなくはない。理論体
系の中核を成す寡占的巨大法人企業（彼のいうmegacorp）の行動目標
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は，その企業全体の長期成長率の最大化であり，所属する産業における長
期的マーケット・シェアーの最適化であるとされてはいるが（Chap・2，
pp．23－7），問題とされる企業の計画期間は，一つの設備投資計画と関連
をもつ有限の期間だけが考えられているからである。たしかに企業のこの
ような計画的行動は重要であるが，巨視的動学の支柱の一つの基礎として
位置づけられるべぎ現代巨大法人企業のモデルは，このような行動を含
み，さらにそれを越える長期的な計画による行動に関するものでなければ
ならない。アイヒナーにはそれなりの理由があるとしても，彼のメガコー
プ・モデルにはこのような長期的行動の明確なモデルは含まれておらず，
結果として，彼の巨視的理論は，ありうべぎ長期分析を欠くことになった
のである⑧。
　現代法人企業の長期的行動については，最：近の一連の企業成長モデルが
あり，私もそのようなモデルの構成を試みたが（〔17〕），さらに私の企業
成長モデルの立場から，アイヒナーの中期的なメガコープ・モデルの再構
成を試み，両モデルの融合をめざした（〔18〕）（9）。このような現代企業の
モデルを微視的理論的基礎の一つとすることによって，アイヒナーの理論
の欠陥を補い，前述のような基本線に沿う体系的な巨視的動学をさらに前
進させることができるであろう，という考えにそれは基づいていた。本稿
の目的は，法人企業支配経済ともいうべき現代経済における，それぞれの
主体，および各主体によって構成されるそれぞれの部門の特質を考慮した
うえで，基本的には貯蓄一投資の動学的調整過程に関するポスト・ケイソ
ジアソの分析方法（10）に従って，巨視的動学分析を試みることである。この
ためにまず，それぞれの主体および部門の行動モデルを構成し，ついで，
巨大法人企業によって支配される寡占的部門の行動と，その他の諸部門を
統合した非寡占的部門の行動との差異を考慮して，全体としての経済の動
学モデルを構成する。寡占的部門のモデルは，基本的には長期的企業成長
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モデルに基礎をおいているため，以下の巨視的動学モデルによって説明さ
れる経済動態は，アイヒナーのものとかなり異なって，興味深いものとな
るであろう。
　　注
　（1）Marris〔14〕，　Marris＆Wood〔15〕，　Herendeen〔9〕などを見よ。
　（2）展望については，たとえばWildsmith〔16〕を見よ。
　（3）　たとえば，Baunlo1〔1〕および〔2〕のPart∬，Marris〔14〕のChap．
　　　8，あるいはEichner〔4〕のChaps．6and　7では，それぞれの企業理論
　　　に基づいて巨視的動学が展開されている。
　（4）　Eichner＆Kregel〔5〕，　Part　IV．
　（5）　Herendeen〔9〕，　Chaps．1and　2，およびEichner〔4〕，　Chaps．4and
　　　6を参照。
　（6）　Eichner＆Krege1〔5〕，　P．1302を見よ，また，その著書の概略的な骨子
　　　については，Eichner〔4〕，　Chap．1を見よ。
　（7）　たとえばハロッド（R．F．　Harrod）〔8〕では，経済動学の研究対象は長期
　　　的な経済成長であって，単なる景気循環現象にとどまるものではないとされ
　　　ている。pp．40－1（邦訳書，　pp．64－5）を見よ。
　（8）　この点については，後のWの2を参照。また，アイヒナーのメガコープ・
　　　モデルの性格については，拙稿〔18〕，PP．1－11を参照。
　（9）　理論・計量経済学会1978年度大会における私の報告に対しては，大阪大学
　　　の小泉進教授より有益な御教示を頂いた。この機会を借りて感謝申し上げ
　　　る。
　（10）Eichner＆Krege1〔5〕，　PP．1301－4を見よ。
H　現代企業社会の経済主体
　では，以下のモデル構成のための予備的作業として，現代企業社会にお
ける経済主体について，必要な限り簡単な考察を行なっておこう。
　1．企　業
　労働力を雇用し，商品を生産し供給する主体は，いうまでもなく企業で
ある。すべての企業がそうであるわけではないが，その属する産業を支配
し，直接的あるいは間接的に経済全体に大きな影響力を与えているような
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企業は，すでに述べたように，巨大な法人組織の企業である（1）。これらの
企業は，単に既存の商品の継続的な生産と販売活動を行なうにとどまら
ず，自ら新しい技術や製品を開発し，各種の販売努力を通して需要を喚起
する。このために生産工程と生産物の多様化が進行し，多種の巨大な資本
設備が使用され，経営組織もきわめて複雑なものとなっている。このよう
な状態のもとで永続的に安定した企業活動を行ないうるためには，長期的
視点に立った，生産物価格の安定と需要の恒常的伸長を維持するための計
画が不可欠となる。他方，そのような巨大法人企業が中心をなす産業にお
いては，必要最小資本の規模を初めとする参入障壁の高さのために，一般
的に外部からの参入は困難である。こうして，産業内の既存企業の間に
は，特に価格決定に関して相互依存性と，したがってなんらかの形の価格
先導企業体制（price　leadership）が確立され，このもとで，各企業はそ
れぞれの長期計画に基づいて行動することになる。多様な生産工程と生産
物を擁し，複雑な経営組織をもつ現代巨大企業が，そのような長期的計画
をなしうるのは，ひるがえっていえば，所有と経営の分離というその特質
によるものである。伝統的な企業の所有経営者に代わる，現代法人企業の
多分野にわたる専門的経営者集団の構成員は，企業内で育成され，あるい
は外部から誘致されうるから，企業の可能な存続期間は個人の活動期間に
制約されることなく恒久的であり，したがって将来に関する時間的視野も
きわめて長期にわたるものとなりうる。さらにまた，さまざまな制約条件
（たとえば，株主への配慮など）を考慮しなければならないとしても，そ
のような長期的計画を現実のものとなしうるものは，そのために必要とさ
れる大きな拡張資金を内部調達しうる能力である。現代の巨大法人企業
は，望むならぽ，長期的な拡張計画を実現していくために必要な各時期の
資金を継続的に内部調達しうるように，資金計画も長期計画の中に組み入
れておくことができるのである。拙稿〔17〕も含めて，最近の一連の企業
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成長モデルは，このような企業の長期的行動を理論化したものである。
　しかしながら実際には，企業が長期計画に従って成長していく途上のあ
る時期には，売上高の予想外の伸びが期待され，投資も計画された以上の
率で拡大する必要が生じうるであろうし，またある時期には逆のことも起
こりうるであろう。このような場合，企業がその都度，長期計画自体の大
幅な改訂を行なうことは，多額の出費と時間的損失を蒙ることになりうる
から，当面のそのような事態に対しては，問題の投資に関する計画の変更
によって対処するであろう。現代の巨大法人企業のこのような中期的行動
を理論化したものが，アイヒナーのモデルであるが，すでに指摘したよう
に，その背景には上述のような企業の長期的行動が暗に考えられていると
しても，明確な分析が欠けている。現代巨大企業の行動を正しく把握しう
るためには，中期的行動の分析モデルは長期的なそれの中に位置づけられ
なければならない。このような考えのもとに，長期的な企業成長モデル
〔17〕の立場から，アイヒナー・モデルの再構成を試みたものが，拙稿
〔18〕である。
　一国の経済動向を相まって決定づけうるような諸産業のほとんどは，少
数のこのような企業によって支配されている寡占的産業である。次期で
は，これらの産業をまとめて寡占的企業部門としてとらえ，その行動モデ
ルの構成を試みるが，もちろん，経済のすべての産業がそのような産業で
あるわけではない。伝統的な企業所有者による経営，あるいは法人企業で
はあってもその株式の大部分の保有者による経営が行なわれている，同程
度に小規模な多数の企業から成る，非寡占的産業も存在する。次節では，
同様にこれらの産業をまとめた非寡占的企業部門の行動モデルを考える
が，次に，そのような企業と産業について考察しておこう（2）。
　所有者経営の企業の存続期間は，現在の経営者とその可能な後継者の期
待される活動期間に依存するが，現在の経営者からみた後継者の経営能力
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はいわぽ未知数であるから，将来の企業活動に関する時間的視野は限定さ
れ，計画は一つの投資期間についてその都度立てられることになるであろ
う。また，経営管理能力にも限界があるため，単一もしくは少数種類の比
較的簡単な資本設備が使用される傾向があり，急速な需要増加に対して
は，その適応能力は限られたものとなる。多数のこのような企業から成る
産業の参入障壁は低く，新規企業による参入も容易であるから，産業の生
産物に対する需要増加がある場合には，内部の既存企業による供給増加も
さることながら，新規企業の参入を招くことになる。このような産業にお
いては，価格先導企業体制のもとに諸企業が協調的行動をとりうることは
期待しえないから，諸企業は相互独立的な競争的行動をとらざるをえな
い。従来の伝統的企業理論が分析の対象としたのは，まさにこのような産
業ないし企業である。それらの企業は，必ずしも完全競争や純粋競争のも
とにおけるようなプライス・テイカー（price－taker）である必要はなく，
不完全競争や独占的競争のもとにおけるような価格設定者（pric¢r＄etter）
ともなりうる。いずれにせよ，正常利潤を上回る超過利潤は競争を通して
早晩消滅し，場合によっては正常利潤をも下回ることもありうるから，拡
張投資計画とそのための内部資金調達計画とを前もって連結させておくこ
とは困難となる。したがって諸企業は，きわめて不確実な利潤の蓄積と外
部資金によって投資を賄うことを余儀なくされるであろう。
　ところで，このような伝統的所有経営者といえども，シュンペーター
（J．A．　Schumpeter）的な革新の担い手となりうるし，こうして新しい産
業が確立されることもありうる。そして当面それが有望なものであるなら
ば，多くの追随企業を招き，やがては上述のような非寡占的産業に成熟し
ていくであろう。革新の担い手が巨大法人企業の場合はいうまでもない
が，それが伝統的企業で海る場合にも，その新しい産業が長期的に有望で
あると期待されうるならば，巨大企業の進出を招き，やがては寡占化され
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ることになるであろう。したがって，現在および将来にわたって非寡占的
産業としてとどまりうる産業は・耳大企業からすれば有望でない・寡占的
産業の成長率をはるかに下回る停滞的もしくは衰退的な産業であるといえ
よう。
　2．家　計
　家計は，一般的には，まず広い意味の労働力供給源としての役割を果た
すと同時に，その所得により，消費財・用役の需要者としての役割を，ま
た貯蓄者として長期的な経済発展のための資本の供給者としての役割を果
たすものとされている。前世紀的な経済におけるように，ほとんどの企業
が一つの家計によって所有され，経営されている場合には，このような家
計の貯蓄の役割は特に重要である。しかしながら，家計と企業活動とが分
離され，後者の活動資金は組織的な貨幣資本市場を通して調達される近代
社会においては，貯蓄と投資の直接的な関係はもはや成立しえなくなる。
この点はヶイソズ（J．M．　Keynes）〔13〕によって，まず無学分析の枠組
の中で明らかにされ，さらにポスト・ケイソジアソの経済成長理論によっ
て動学化された。特にこれまでの長期動学分析においては，貯蓄額として
の家計の役割は強調されている（3）。
　しかしながら現代企業社会においては，家計のこの役割はいくぶん後退
していると考えられる。このような変化をもたらした要因として，まず，
すでにみたような，経済において支配的な地位を占める巨大法人企業によ
る拡張資金の自己調達能力の増大がある。そしてまた，家計の貯蓄は，自
発的・積極的な行動の結果というよりは，非自発的・受動的な行動の結果
としてなされるという事実である。すなわち，その多くは，生命保険やそ
の他各種保険や年金制度などの契約的性格をもつものであり，受動的に決
定されるものであるω。もちろん，積極的に貯蓄を行なう家計，特に所有
経営者が予想外の企業利益を個人所得として持ち込む家計もありうるが，
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これらの貯蓄は，法人企業貯蓄に比較すれば僅少なものである。
　3．政　府
　ケインズ以来，国民経済活動における政府の経済活動の比重と役割は増
大した。まず，完全雇用のもとでの経済の安定と成長を維持するための適
切な財政・金融政策が期待され，財政規模は拡大してきた。また，公共部
門の比重の増大とともに，民間の企業部門の生産物に対する公共部門の需
要と，社会への公共財の供給は大幅に増加した。そしてまた，所得の再分
配や社会的不平等の是正，資源の公共目的への配分，公害や環境破壊に対
する規制というような役割が期待され，そのための努力や支出も増大して
ぎた。これらの一連の施策が適切なものであれば，国民一般の福祉を増進
させることになる。
　しかし他面において，政府は，特に巨大企業に対するさまざまな優遇措
置（補助金，租税，関税，研究・開発援助，防衛物資需要などに関する）
を通して，また人脈的な癒着によって，中立的とはいいがたい巨大企業支
持政策を行なっている，という点も指摘される。
　以下では，現代企業理論に基づく巨視的動学モデルを構成し，特に全体
としての企業行動の巨視的経済的な含意を明らかにしょうとするために，
政府の強力な政策は後退させ，通常の財政政策のみが行なわれるものと想
定する。
　4．　外　国
　現代経済において国際間取引はきわめて重要な役割を果たし，多くの諸
問題を提起する。さらにまた，国境を越えて進出する巨大企業の多国籍
化，すなわち多国籍企業の発展は，企業自体の，また国の内外の多方面に
わたる，複雑な諸問題をひき起こす。しかしながら以下では，これらの諸
問題は一切無視して，通常の輸出入のみを考慮することにする。これは当
面の課題が一国内に限定されていることによるものである。
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　注
（1）　これについては，詳しくは，Marris，〔14〕，　Chaps，1and　2，　Heredeen
　　〔9〕，Chaps．1and　2，およびEichner〔4〕，　Chap．2を参照。
（2）　これについて詳しくは，特にEichner〔4〕，　Chap・4，　PP，126－43，およ
　　びChap．6，　Pp．210－4を参照。
（3）　戦後の巨視的動学ないし経済成長理論の基礎を築いたハロッドによって，
　　特にそのような役割が力説されている。Harrod〔7〕，　Lect．2の貯蓄の供
　』給に関する議論を見よ。
（4）　この点については，Eichner〔4〕，　P．13，およびK：aldor〔11〕，　P・298
　　およびP．308を参照。
皿　諸部門の行動モデル
　すでに述べたように，本稿の最終的な目的は，基本的には貯蓄一投資の
調整メカニズムに関するポスト・ケイソジアソの分析方法に従って，現代
経済の成長過程の動学分析を試みることである。このためにはまず，現代
経済の諸部門に関する以上の考察に基づいて，それらの部門の行動モデル
を構成しなけれぽならない。しかしながら巨視的動学の対象は成長する経
済であり，諸変数の絶対水準ではなく，時間を通してのそれらの変化率を
考えなければならないから，各部門の行動モデルは，将来にわたって期待
される全体としての経済の成長率（国民生産・所得の期待成長率）と，各
部門によって計画ないし期待される貯蓄（もしくはそれに相当するもの）
および投資（もしくはそれに相当するもの）（Dのそれぞれの増加率との間
に成立する関係に関するものでなければならない。各部門について考えら
れるこれらの変化率の間の関係や，いくつかの部門あるいは経済全体につ
いて統合された同様の関係は，個々の経済主体によっては正確に把握しえ
ないものである。それらのマクロ的諸関係は純粋に分析上の概念であり，
分析者の見地からは客観的に把握されると想定されるものである（2）。
　さて，以下で問題とされる諸変数（たとえぽY）の変化率（△Y／Yを
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Y’として示す）は，すべて一単位期間に関するものであるが，それらは
おおむね中期，あるいはそれを越えて長期にわたって維持されるものと想
定される。中期とは，一つの設備投資計画期間と関連をもつ有限の計画期
間であり，これは複数の単位期間（たとえば七単位期間）によって構成さ
れる。また長期は，無限個の中期間より構成される無限の成長計画期間で
ある。一単位期間は，すべての部門と経済全体に共通のものとして定義し
うるが，中期は，企業や産業や，それらを統合した部門によって異なりう
るが，単純化のため以下ではすべての部門と経済全体について同一である
ものとする。長期と中期に関する諸変数および記号には，それぞれ上に＊
印と’印をつけて他のものと区別することにする。また，部門を示す添字
は省略するが，混同の恐れのある場合には「……部門の」というように明
記する。
　1．各企業部門の行動モデル
　期待される経済成長率と，それぞれの企業部門の投資拡大率および貯蓄
（内部資金）拡大率との関係を考えるためには，まず，経済成長率Gと各
部門の需要成長率との関係を明らかにしておかなければならない。一部門
の投資拡大率は，いうまでもなくその部門の需要成長率に基づいて決定さ
れるからである。いま，国民生産・所得に関する一部門の需要の弾力性を
εとすれば，この部門の需要成長率9は，9；εGとなる（部門を示す添
字は省略）。寡占的部門ではε＞1であり，したがって9＞Gとなり，非寡
占的部門ではその逆である。後衿を構成する産業の中には，需要の国民生
産弾力性が大きく，成長率の高いものもあるであろうが，そのような長期
的傾向をもつ産業は内部の企業もしくは参入企業によって早晩寡占化され
ることになるであろう。したがって，ここでは上記のように想定してお
く。
　（i）寡占的企業部門の行動モデル
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1寡占的企業部門については，すでに指摘したように，長期と中期とに分
けて考察しなけれぽならないが，まず長期の計画成長率の考察から始めよ
う（3）。予想される長期経済成長率G＊に基づいて，この部門の需要の長期
成長率として9＊＝ε＊G＊が期待される。しかしながら成長志向的なこの部
門の諸企業は，各企業にとっては外生的な需要の成長率を越えて需要を拡
大させ，一定の制約条件，特に企業に対する市場評価率によって設定され
る安全基準（安全最低評価率〃）を満たしうる範囲内で，所定の長期企業
目標を達成しうるように，長期計画に基づく一定成長率を維持しようとす
る。一定の目標（たとえば成長率極大化，あるいは企業価値極大化）に対
しては一つの成長率が対応するが，安全基準を満たす成長率は一価でな
く，ある幅をもち，この幅は他の諸条件とともに安全最低評価率ηの大き
さに依存する。
　さて，この部門全体についてみれば，部門の一つの需要成長率9＊に対
して，社会的に決定される安全最低評価率ωに対応する一定の範囲の長期
部門成長率が存在することになる。この範囲内の部門成長率のどれもが，
すべての企業の目標と必ずしも両立しうるものではないが，部門内の諸企
業の安全性を一般的に保証しうるものである。このことは，この部門の柔
軟性と安定性に資することになる。この安全な部門成長率の範囲の中の一
つが，部門内のすべての企業の長期計画と斉合的なものとしての部門の長
期計画成長率となるが，上述の理由からそれは9＊を上回ることになる。
次に，このようなものとしての部門の長期計画成長率を達成するための部
門の投資拡張率1’＊および貯蓄（内部資金）拡張率SO＊と，9＊（したが
ってG＊）とめ関係を考えることにしよう。
　この部門のすべての企業が同じ見解をもつとは限らないが，過去および
現在を通して将来に及ぶ，全経済動向，人口動態，技術，自然資源や環境
の動向に関する洞察によって，無理なく予想される長期経済成長率は，一
12
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つの値ではなく，ある幅（G＊L≦G＊≦G＊u）をもつであろう。この範囲内
のG＊したがって9＊＝ε＊G＊に対しては，上述のようにして部門の長期計
画成長率が決定され，そのための1’＊とS●＊が決定され，両老はおおむ
ね一致するであろう。横軸にG＊を，縦軸に1’＊とS●＊を測る図1の線分
LUは，この事情を示すもので
ある。予想される下限G＊Lを
下回るG＊（したがって9＊）に
対しては，図1にみられるよう
に，線分LUの左下方への延長
線上よりは高い水準に1●＊は
決定されるであろう（5）。このよ
うなG＊は短期的な現象である
と判断し，高い期待成長率に基
づく高率の成長政策を維持する
1’業
0
S’叛
　　LI●巌
S’巌
u S’業
1’楽
GL
図　1
??G G来
ような企業もあるであろうからである。他方，G＊の低下は9＊を低下さ
せ，企業業績の長期的な悪化をもたらすことになるから，G＊の低下とと
もにS’＊は低下していく。成長志向的な現代寡占的大企業の全体として
の行動は，G＊Lを下回るG＊に対して，　S●＊を上回る1●＊をもたらすで
あろう。これに対して，G＊が予想される上限G㌔を上回るようになる
と，企業はしだいに過度の拡張に対する危惧を感じるようになって，1●＊
の引上げを抑制するようになるとともに，他面において，企業業績の長期
的な上昇によってS●＊はP＊を越えて上昇していくであろう。こうし
て，G＊と10＊およびS●＊の長期的な関係は，図1のようなものとな
ると想定される。
　いま，かりに経済はこの部門だけから成っているものとしよう。経済が
図1の点しの状態にあって，10＊＝S’＊であるとともに，投資水準と貯
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蓄水準も等しくなっているものとすると，他の事情が変化しない限り，経
済成長率はG＊しに維持される。なんちかの事情によってG＊がG＊Lを下
回れぽ，S’＊〈1’＊となるから・G＊は上昇してG＊しに至る。すなわち，
点しは下方に対して安定的である。同様にして，点Uは上方に対して安定
的である。そして線分LU上のすべての点において1●＊＝S．＊であるか
ら，この経済にはG＊しとG＊uの間の安定領域が存在するとともに，G＊
がいかなる値をとりうるかは不確定となる。しかし：ながら，この部門の他
に経済を構成する諸部門があり，以下にみられるように，それらの相互作
用によってG＊が決定されるのである。全体としての経済において決定さ
れた長期経済成長率G＊が，この部門の安定領域に入るか，あるいはそれ
を越えるならば，すなわちG＊L≦G＊であるならば（6），このG＊はこの部
門を満足させるものとなる。そしてまた，他の諸部門を満足させるもので
あるならぽ（7》，このG＊は経済全体として維持される長期均衡成長率とな
る。これをG㌔としよう。この部門は，他の事情が変化しない限り，こ
のG㌔に対応して計画された長期成長径路を進むであろう。
　では次に，寡占的企業部門の中期的行動の考察に進むことにしよう。さ
て，現実の経済成長率GがG㌔から乖離し，このG，したがって部門の
需要成長率9（＝εG）が，少なくとも中期を越える期間にわたって持続
すると期待されるものとしよう。諸企業は，このような中期的成長率G’
したがって9’に対して，長期計画の全面的改訂を直ちに行なうのでは
なく，当面，中期的な計画変更によって事態に対処するであろう（8）。（そ
のような乖離が一時的なものであると判断されれば，従来の長期計画を維
持しつつ，在庫調整や操業率の一時的変更によって対処されよう。）G’＞
G＊Eの場合には，諸企業は投資増加率をG＊Eに対応する長期計画のそれ
よりも引き上げるが，そのために必要とされる付加的資金は，既存生産諸
分野のマークアップ臆したがって価格の引上げによって調達される（9。ま
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た，G’〈G＊Eとなる場合は，投資増加率が長期計画より低く押さえられ
ることになるであろうが，寡占的部門の特質として，マークアップ率した
がって価格が引ぎ下げられることはない。
　諸企業の以上のような中期的行動の全体的な現れとして，この部門の
1”とS”がG’に対して決定されてくるが，この事情を示したものが図
2である。G＊Eに対応する点E＊は長期均衡を示し，図1の長期計画線に
相当するものが点E＊を通る右
上りの点線によって示されてい
る。中期を越えて持続すると期
待されるG’がG㌔を上回る
と，実線で示されているよう
に，G’とともに1●’は上昇し，
S”もおおむね歩調を合わせて
上昇していく。しかし，あまり
大きなG’の持続は期待されな
くなるため，やがて1．’の上昇
r’ S’．’
　　　　E芝’
、・1’ﾈ’i
　／　　　　　1
　　　　1　　　　1　　　　1　　　　，
　1?
！
S
1
　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　　　　ま　　　　　　　　　　　　ほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GE　　　　　　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　2
は鈍化し，停止する。他方，G’の上昇によって諸企業の操業率が上昇し，
利益が急増するため，S．’はさらに上昇していく。G’がG＊Eを下回って
低下していくにつれて，1”とS”は低下していくが，成長志向的な現代
寡占的大企業の全体としての行動は，S”を上回るr4をもたらすであろ
う。中期の場合にも長期の場合と同様，安定領域（1燭’＝S”の領域）が
あることがわかる。中期径路は長期径路よりもゆるやかな傾斜をもってい
るが，これは，企業の長期計画がG＊の変化に対応して，その多様な活動
分野での全面的な拡大もしくは縮小を伴うのに対して，中期的行動は，特
定の限られた分野での拡大もしくは縮小によるものと想定されるからであ
る。
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　1㈹　非寡占的企業部門の行動モデル
　次に非寡占的企業部門の考察に移るが，この部門の企業の限定的時間視
野のために，ここでは中期的な行動だけが考えられる。まず，この部門の
投資行動について考えようqo）。少なくとも中期以上の期間にわたって継
続すると予想される経済成長率G’が与えられると，この部門の需要の期
待成長率は9’＝ε’G’となる。いま，経済の全般的な拡大過程を想定し，
G’したがって9’が絶えず更新されて上昇していくものとしよう。9’の
水準がまだ比較的低い場合には，9’の上昇に対して，既存企業による多少
の設備追加や生産性増強によって対処しうるとしても，9’がさらに上昇
するにつれて，短期的には非弾力的なこの部門の供給能力のために生産物
価格が引ぎ上げられて，利潤マージンの上昇もみられることになるから，
やがて外部から同種企業の参入が行なわれるに至る。9’が大きくなるほ
ど多数企業の集中的な参入があるものと考えられるから，さらに9’が上
昇していくと，この部門の投資増加率1’1はしだいに上昇の度を増してい
く。しかし9’がぎわめて大ぎくなると，さまざまな制約要因（たとえば，
多数企業の集中的参入のために近い将来に予想される過当競争や過剰生産
能力発生の恐れ，後続参入企業の外部資金調達力の低下など）の作用によ
って，あるいはまた，その永続性が疑われるようになって，1”の上昇傾
向はしだいにゆるやかなものとなるであろう。以上のようにして決定され
てくるこの部門の1●’は，期間が異なれば同じ値の9’に対して異なった
値をとりうる（たとえぽ参入の程度の差などにより）から，9’と1●’と
の関係を示す曲線は一つの中期間について妥当するものであり，別の中期
については別の曲線が構成される。他方，一時的ではないG’したがって
9’に低下がある場合には，過剰生産能力の発生による価格や利潤の下落
のため，1”は急激に低下するであろう。
　以上のような9’の上昇過程について見いだされる9’と1．’との関係
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から，期待経済成長率G’とこの部門の1”の間に一中期について成立す
る関係を導出することができる。この部門の需要の国民生産弾力性ε’は
1より小であるから，9’＜G’となり，したがってG’と1”との関係を
示す曲線は，図3に示されているように，寡占的企業部門のものに比較し
てG’軸に近く，その傾斜もゆるやかである。そしてG’が下降していく
過程では，1”はこの曲線に沿って低下していくのではなく，G’したが
って9’が下落する時点で急激に低下するであろう。
　では次に，貯蓄行動についてみようq1）。この部門の企業は生産物価格を
操作して，投資のための内部資金を改めて調達することはできず，投資資
金は過去の利潤からの蓄積と借入によって賄われる。したがって寡占的部
門についてみられたように，この部門のS”と1●’の一致がある範囲の
G’について成立することはない。さて，ある値のG’で経済が成長して
ぎたものとしよう。この部門の企業家（所有経営者）たちは，このG’し
たがって9’のもとで，短期的変動をならした平均的収益が増加していく
につれて，企業貯蓄を一定の率で増加させていくであろう。こうして，こ
のG’に対してこの部門の貯蓄増加率S●’が決定されることになる。経済
成長率したがって部門の需要増加率が現行率を上回り，諸企業の平均的収
益がさらに増加していく場合ジこの事態が持続的なものであると期待され
るならば，企業家たちは収益のこの増加を予期しない利益と考えて，その
多くを個人所得として家計に持ち込むであろう。成長率の上昇が大きく，
企業の平均的収益の拡大が大きいほど，家計に持ち込まれる割合は大きく
なるであろう。逆に，持続するものと期待される経済成長率が低下して，
諸企業の平均的収益が減少していく場合には，家計に持ち込まれる収益の
割合は減少していき，平均的収益の減少がある点を越えると，逆に家計か
ら企業に資金が再投入されることになる。
　この部門の企業家の行動がすべてこのようなものとは限らず，経済成長
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ものとなるであろう。すなわち，G’の上昇とともに，
に，ほとんど直線的に上昇していくものと想定される（12）。そして曲線1”
との関係は図示されているように，三点E’L，M’，およびE／uで交わる
か，曲線1●’の位置が相対的に低いために点E’しのような一点で交わる
か，あるいは曲線1”の位置が高いために点E’uのような一点で交わる
かの，三つの場合が考えられる。かりに経済がこの部門だけから成ってい
るものとする場合には，これだけで（曲線1●’は長期的にはシフトするか
ら）成長率循環がひき起こされるには十分である（13）。
　先に進む前に，ここでこのことを明らかにしておこう。まず，図3の三
点についてみると，点M’は上方にも（1”＞S”となるから），下方に
も（1”＜S●’となるから）不安定であり，点E’しおよびE’uは安定均
衡である。したがって経済が点M’から上方に逸脱すると点E’uに至
り，対応する高いG’が達せられ，点M’から下方に逸脱すると点E’しに
至り，G’は対応する低いものとなる。しかしながら，経済はいずれかの
G’を長期的に維持することはできない。たとえば，経済が点E’uに達し
たものとしょう。高いG’のもとでの高い1．’は，特に多数企業の集中的
参入によるものであるから，やがて投資の懐妊期間を経た後には，過剰生
産能力や過当競争による価格と期待利潤の急落のために，曲線1．’は押し
率の上昇とともにより大きな増
加率で増加していく企業収益の
すべてを，将来に備えて企業内
に留保していく熱意ある企業家
も例外ではないとしても，期
待される経済成長率G’とこの
部門の貯蓄増加率S”との関係
は，図3に示されているような
　　　　　　S”はゆるやか
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下げられることになる。この事態が進んで，点E’uと点M’が一致して二
曲線の接点となり，さらに曲線1．’が低下するに至れば，安定均衡は点
E’しに相当するような一点にしか存在せず，したがってG’は低位均衡値
にまで下落する。このような低成長率のもとでは，市場規模に比べて過大
な企業数や過剰生産能力の圧力が作用するようになるが，退出や清算を通
して，そのような圧力はしだいに緩和されていく。こうして曲線1●ノが押
し上げられていき，再び図3のような事態に達するが，経済はいぜんとし
て低位均衡の点E’しに相当する状態にある。さらに曲線1”が上昇して，
点E’しと点M’が一致して二曲線の接点となり，曲線1●’がなお上昇すれ
ば，経済は再び点E／uに相当する上位均衡に至り，高いG’が達成され
る。以下同様にして，成長率循環が繰り返されていくが，容易に知られる
ように，図上のいかなる点から出発しても結果は同じである。これまで
は，曲線S齢’は変化しないものとして述べてきたが，それは，経済が上位
均衡の近傍にある場合には上方に，下位均衡の近傲こある場合には下方に
と，曲線1陰’と逆の方向に移動するものと想定するならば，成長率循環の
転換点（上位均衡からの下降と下位均衡からの上昇）の実現の時期は，さ
らに短縮されることになる。
　以上の考察から明らかにされたように，非寡占的企業部門はそれだけで
全体としての経済の成長率G’を決定しうるわけではないが，本来的に経
済変動を生起させる不安定要素を内在しているといえる。この点で，G’
に関する安定領域を内在している寡占的企業部門とは対照的である。
　2．家計部門の行動モデル
　家計部門の消費および貯蓄が依存するのは，社会の可処分所得とその分
布，人口とその年齢構造，平均的な家族構成などである。いま，その他の
事情は等しいものとすると，短期的な変動をならした平均的なこの部門の
消費と貯蓄は，平均的に一定の率で増加していくと期待される可処分所得
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と歩調を合せて増加していくものと想定される。すでにみたように，この
部門の貯蓄の多くは，各種保険や年金制度などの契約的な性格のものであ
るが，人口が増加していき，またその年齢構造がほぼ不変に維持されてい
く場合には，それらの払込額の方が受取額を上回るから，この部門の貯蓄
増加率は正となる。しかし人口増加率が負となったり，人口老齢化が急速
に進むようなことになれば，貯蓄増加率は負となる可能性も起こるが，こ
こでは，可処分所得の増加率が正であれば，貯蓄増加率も正であるものと
しておこう。さて，期待される可処分所得の成長率が上昇していくにつれ
て，特に需要の所得弾力性の大ぎな耐久消費財や住宅，そして教育などへ
の支出q4）が大きく上昇していくから，貯蓄増加率はゆるやかに上昇して
いくであろう。他方，期待される可処分所得の増加率が低下すると，家計
はそのような支出の望ましい上昇率を維持するために，蓄積されてきた金
融資産や貯蓄を犠牲にするから，貯蓄増加率は低下する。
　こうして，期待される可処分所得の成長率（横軸に測る）とこの部門の
貯蓄増加率（縦軸に測る）との関係は，やや傾斜を高めながらゆるやかに
上昇していく曲線として示されるものと想定される。そして，この部門の
貯蓄の性格から，この関係は，その他の事情が等しい限り中期を越えて成
立するものと想定される。租税体系は与えられたものとすると，この関係
を，期待経済成長率G’と貯蓄増加率S．’の関係に変換することができ
る。その形状は上記のものと同様であるが，累進課税のために，G’が大
きいほどSO’は上記のものより小さくなり，その傾斜はいっそうゆるやか
なものとなる。
　この部門の貯蓄行動モデルを完成させるためには，すでに考察した企業
の所有経営者の貯蓄行動を考慮しなければならない。彼らは，経済成長率
の上昇によって予想外の利益が増加するにつれて，いっそう多くを個人所
得として家計に持ち込み，経済成長率の下降によって利益が減少するにつ
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れて，逆に家計から企業に資金を再投入するようになる。したがって家計
部門のS”は，期待経済成長率G’が低下するとやや急速に低下してい
き，G’が上昇するにつれてしだいに上昇していく，上方に三曲する曲線
となるであろう（図は省略）。
　3，政府部門の行動モデル
　この部門の貯蓄に相当するものは租税収入であり，投資は政府支出であ
る。ある年の租税収入は，政府の租税体系，社会の所得水準とその分布，
家族構成などに依存するが，これらの諸要因を所与として，租税収入の増
加率T●’と期待経済成長率Gノとの関係を考えることができる。累進所得
税と，特に寡占的企業部門の成長率と結びつく法人所得税のために，T●’
はG’の上昇につれてしだいに上昇していき，右上りで上方に轡曲する曲
線（横軸にG’，縦軸にT●’を測る）となるものと想定される。そしてこの
曲線は，上記諸要因，特に政府の租税政策によって大きく影響されうる。
他方，政府支出も政府の政策に依存するが，その増加率は人口増加率や経
済活動規模の拡大率などにも依存するであろう。政府の大ぎな政策上の変
更がないものとすると，政府支出の増加率A”はG’の上昇とともにわず
かながら上昇していき，ゆるやかな右上りの直線に近いものとなるであろ
う。
　以上の関係から知られるように，その他の事情が等しい場合，純租税
収入（政府部門の純貯蓄）の増加率Tk’（＝T”一A●’）がゼロとなるG’
を，G’が上回るとTk’＞0となり，　G’の上昇とともにTマの上昇率は増
加していき，G’がT西’；0のG’を下回るとT郵’〈0となり，G’の下落と
ともにT西’は減少していくであろう。したがってG’とTyの関係を示す
曲線は，T西’＝0となるG’軸の点を下側から切り，右上りで上方に轡曲す
る曲線となるものと想定される。こうして政府部門は全体としての経済の
安定性を増進させることになるが，さらに進んで，政府は所定の政策目標
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を達成しうるように，A”もしくはT．’，あるいはその双方の操作を通し
て，この曲線に影響を与えることができる。
　4．外国部門の行動モデル
　いま問題としている国を除く諸国をまとめて外国部門とし，この国との
取引関係だけについて考えると，この部門からこの国への一定期間内の輸
出（すなわちこの国の輸入）はこの部門の貯蓄と同様の意味を，またこの
部門のこの国からの輸入（この国の輸出）はこの部門の投資と同様の意味
を，この国の経済に対してもっことになる。この国の輸出の中期的な増加
率X”は，世界貿易の拡大率，為替レート，そしてこの国の国際競争力な
どに依存するが，これらの要因を所与とすると，X”は外生的に与えられ
たものとして，この国の期待経済成長率G’との関係は，G’軸（横軸）に
平行な直線となる（縦軸にX”を測る）ものと想定することができる。そ
して上記諸要因の変化によって，直線X”は上下にシフトするものとして
扱うことができる。他方，この国の輸入の中期的な増加率M”は，それら
の要因に依存するとともに，G’にも依存し，　G’の上昇とともに上昇し
ていくであろう。したがって，その他の諸要因を所与とすると，G’とM”
（縦軸に測る）との関係は右上りの曲線として示され，その他の諸要因の
変化に応じて転位するものと想定することができる。
　この部門に関する限り，他の事情が等しい場合の直線X”と曲線M●’の
相互関係から，交点は一つ存在し，均衡は安定的であることがわかる。以
下の分析との関連上，この関係を，この国の純輸入の増加率M盲’（＝M”
一X●’）とG’との関係に変換しておこう。いうまでもなく，それはM記＝
0となるG’軸（横軸）の点を下側から切る右上りの曲線となる。この曲
線を転位させるその他の諸要因は，この国の経済成長過程に対する撹乱要
因として作用するが，以下ではそのような作用はないものと想定する。
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　注
（1）　アイヒナーとタリーゲルは，それぞれを「裁量的所得（discretionary
　　income）」および「裁量的支出（discretionary　expenditure）」と総称して
　　いるが，ここでは通常の用語に従うことにする。これについては，Eichner
　　＆1（rege1〔5〕，　PP．130Q－1，あるいはEichner〔4〕，　PP214－5を見よ。
（2）　この点については，Marris〔14〕，　P．291（邦訳書，　P．261）参照。
（3）　長期的行動に関する以下の議論は，拙稿〔17〕の企業成長モデルを背景と
　　している。
（4）　この点については，K：aidor〔11〕参照。
（5）　しかし，このことは以下の分析にとって必ずしも必要ではなく，1’＊はよ
　　り小さくなってもよい。問題はすぐ後に述べるように，G＊Lを下回るG＊の
　　もとでは1’＊＞S’＊となることである。
（6）　G＊＜G＊しであれば，この部門は長期的な負債の累積を免れえないから，
　　このようなG＊はこの部門を満足させるものとはならない。しかしG＊u＜G＊
　　であれぽ，この部門の黒字累積をもたらすという点で，この部門にとって歓
　　迎されるであろう。しかしそのような現象はやがて労働組合の賃上げ要求を
　　招き，さらには賃金一物価の悪循環的上昇過程をひき起こすことになるであ
　　ろう。これについては，Eichner〔4〕，　Chap．5参照。
（7）　しかし次にみるように，特に非寡占的企業部門については，それは妥当し
　　ない。したがって後にみるように，長期均衡成長率は存在しうるとしても，
　　長期にわたって維持されうることはないであろう。
（8）　この点については，拙稿〔18〕，p．8参照。また，寡占的巨大企業のこの
　　ような中期的行動に関するアイヒナー・モデルを，長期成長モデルと接合さ
　　せる意図のもとに再構成したものが，〔18〕のp．11以降であり，以下はこ
　　れを背景としている。
（9）付加的投資とその資金（内部資金と，もし必要とされれぽ外部資金）の大
　　きさ，マークアップ率や価格の引上幅は，すべて拙稿〔18〕のモデルによっ
　　て決定される。
（10）　Eichner〔4〕，　pp．211－3の議論も参照。しかしながらアイヒナーにおい
　　ては，期待される経済成長率G’の上昇とともに，この部門の1”は急上昇
　　していくものとされ，また本稿におけるように，それらの関係が中期日ごと
　　にシフトする点は考慮されていないから，この部門の投資行動モデルもアイ
　　ヒナーのものと同じではない。
（11）　Eichner〔4〕，　pp．210－1参照。この部門の貯蓄行動モデルはアイヒナー
　　のものと同じであるが，既述のように投資行動モデルが異なるため，この部
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　　門について最終的に得られる結果はアイヒナーとは異なる。
（12）　企業収益の一部を個人所得として家計に持ち込むような企業家はまったく
　　ないとしても，以下の巨視的動学モデルはそれによって影響されない。そこ
　　では，非寡占的企業部門と家計部門とが統合されて，非寡占的部門として扱
　　われるからである。
（13）　次にみるように，生起する成長率循環は，成長率でなく絶対的水準の循環
　　的変動を考える，カルダー（N，Kaldor）の古典的な景気循環モデル〔10〕
　　に類似したものとなる。
（14）　Eichner〔4〕，　PP．215－6では，これらの支出はこの部門の投資として考
　　えられているが，ここでは，それらの支出を控除した後の貯蓄を考えてい
　　る。
IV　巨視的動学モデル
　1．　予備的考察：巨視的均衡と部門均衡
　一国の経済を構成する諸部門の行動についての以上の考察に基づいて，
現代経済の成長動態を分析することができる。それは諸部門の相互作用を
通して進展するが，こうして決定される全体としての経済の均衡成長率
G＊Eが，それぞれの部門の均衡の成立を同時に保証するとは限らない。
寡占的企業部門の均衡はある範囲の経済成長率について成立するから，か
りにこの部門の均衡とG㌔とが両立するとしても，他の諸部門の均衡は
G㌔の一つの値（もしくは二つの値一非寡占的企業部門の場合一）の
もとで成立するにすぎないからである。全体としての経済において決定さ
れるG㌔のもとで不均衡状態に陥る部門のうち，特に純支出増加率がプ
ラスとなるような部門は，G＊Eが維持される限り負債が累積していくか
ら，その初期においては過去の資金の蓄積によって賄いうるとしても，や
がて存続しえなくなる。こうして，期待経済成長率、G＊とこのような部門
の純支出増加率の関係は変更されることになるであろうし，したがってま
たG㌔自体も変化することになるであろう。このようなことは，G㌔が
維持されている限り確実に起こるとしても，その時期はその部門の事情に
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よるから確定的ではない。すなわち，そのような部門の行動ないし政策の
変更によってひき起こされる経済成長率の変化は，多分に不規則なものと
なる。
　これに対して，非寡占的企業部門においては，期待される中期経済成長
率G’と部門の1”およびS”との関係の変化は，時期的に確定して中
期ごとに起こるが，この部門の均衡が経済の長期均衡成長率G＊Eと両立
している場合においてさえもそうである。このことは，たとえG㌔が経
済のすべての部門の均衡を保証するものであるとしても，それはやがて
（少なくとも中期間を経た後には）変化しなければならないことを意味し
ている。すなわち，非寡占的企業部門は，それ自体，時間的規則性をもっ
て経済成長率の変化をひき起こす力を内在しているといえる。そこで問題
は，かりに経済の均衡成長率G㌔が寡占的企業部門の均衡と両立し，か
つ家計，政府，および外国の諸部門の行動ないし政策の変更がないものと
した場合に，非寡占的企業部門によってひき起こされ，その他の諸部門の
行動と相まって決定される経済成長率の変動は，その運動形態においても
規則性をもつか否かである。すでにみたこの部門の行動モデルと，経済の
安定性増進に資するその他の諸部門の行動モデルの特質から予想されるこ
とは，そのような経済成長率の中期的な運動は長期均衡成長率をめぐる循
環的なものとなりうるであろう，ということである。予想される，このよ
うな一般性をもつ規則的な成長率循環に歴史的な特殊性を与えるものは，
両企業部門も含めた諸部門の行動ないし政策の変化，さらにはその他の事
情の変化であるといえよう。
　以上の考えに基づいて，ここではまず，労働力および自然諸資源による
制約はないものとし，また，家計，政府，および外国の各部門の行動や政
策に変化はなく，前節で考察したような，期待される経済成長率との関係
において把握される各部門の行動は変化しないものとして，分析を行なう
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こ1ﾆにする。そして一方に経済の中心をなす寡占的企業部門（以下では単
に寡占的部門と呼ぶ）を考え，他方にその他の諸部門を統合した部門（以
下では非寡占的部門と呼ぶ）を考えて，これら二部門の関連を考慮したう
えで合成される経済全体の行動モデルによって，長期的な均衡経済成長率
に関する問題の解明をまず試みる。ついで中期的な経済成長率の決定，し
たがって長期成長率をめぐる循環的変動の問題を考えるが，こうすること
によってまた，中期的な成長率循環と長期成長率との関係がいっそう明確
にされ，さらにまた，諸部門の行動ないし政策の変更がもたらす諸効果を
明らかにすることができるであろう。
　さて，先に進む前に，非寡占的部門の行動モデルについて考察しておか
なければならない。この統合的部門を構成する諸部門のうち，期待経済成
長率G’との関連で考えられた投資増加率曲線1”をもつのは非寡占的
企業部門のみであるから，図3の曲線1”がそのまま非寡占的部門のも
のとなる。他方，この部門の貯蓄増加率曲線S『’（以下では表象的にこの
ように呼ぶことにするΦ）は，非寡占的企業部門の曲線S●’，家計部門の
純貯蓄増加率曲線S記，政府部門の純租税増加率曲線丁マ，および外国
部門からの純輸入増加率曲線M紀から合成されることになるから，その
形状は，非寡占的企業部門についての図3のそれを次のように変形したも
1り Sり
E孟
Sう’
　　SrS乙’
E6
　　　　　1●’
M’
0
図　4
G’
のとなるであろう。すなわち，
S●’は，より小さな値のG’に
対しては図3におけるよりも小
さく，より大きなG’に対して
は図3におけるよりも大きく，
G’の上昇とともにS●’はその
上昇率を高めていくであろう。
したがって非寡占的部門の曲線
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S・’は，図3の曲線S・’よりも傾斜が大きく，G’の上昇につれて上方に
轡曲する，図4に示されているようなものになると想定される。そして・
すでに考察したこの部門の企業家（所有経営者）の貯蓄行動の特質（企業
と家計間での資金の移動）を考慮すると，この部門の曲線S”はおおむね
安定的であると想定することができよう（ただし，すでに仮定したように，
この部門を構成する諸部門の行動ないし政策の変更はないものとする）。
また，曲線S”と曲線1”との関係は，非寡占的企業部門の場合と同様
に，三つの交点E’L，M’およびE’uをもっか，一つの交点E’しもしくは
E’uをもっかの三つの場合が考えられるが，この部門の曲線S”には政府
部門や外国部門も統合されているため，これらの部門の行動ないし政策に
よっては，可能ないかなる曲線1”に対しても，交点はE’しもしくはE’u
のような一点しか存在しない場合も考えられる。さらにまた，この部門の
曲線S●’の形状から，曲線1．’との交点E’Lは図3におけるよりも右上方
に，交点E’uは左下方に，（もし存在するとするならば）現われることに
なる。
　したがって，もし経済に寡占的部門はないものとすると，ある時期の曲
線1”に対して三つの交点が存在するような場合には，非寡占的企業部門
について考察したような成長率循環が生起することになるが，その振幅
は，経済が非寡占的企業部門だけから成るものとした場合よりも小さくな
る。また，いかなる時期の曲線1幽’に対しても一つの交点しか存在しな
い場合には，同様にして，その近傍でいっそう小さな振幅の成長率循環が
生起することになる。本来，安定性の増進に資する性格をもつ家計，政
府，および外国の諸部門が統合されたために，非寡占的部門はこのように
不安定性を多少緩和されることにはなったが，それでもいぜんとして，経
済変動を生起させる力を有しているのである（2）。
　次に，この非寡占的部門の行動モデルと寡占的部門の長期的行動モデル
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がら構成される長期巨視的動学モデルによって長期成長動態の分析を・前
者と後者の中期的行動モデルから構成される中期巨視的動学モデルによっ
て中期成長動態の分析を行ない，あわせて二つの成長動態の関連を明らか
にし，もって現代経済の動態の解明を試みることができる。では，長期モ
デルから出発しよう。
　2．長期動学モデル
　ここでは，期待される長期経済成長率G＊と経済全体の企業による長
期的投資増加率Io＊の関係，およびG＊と経済全体の長期的貯蓄増加率
S．＊（これには企業の総貯蓄のみならず，家計部門の純貯蓄，政府部門の
純租税収入，および外国部門からの純輸入が含まれる）の関係を，まず考
えなければならない。すでにみたように，他の事情が変化しない限り，寡
占的部門の長期的貯蓄増加率曲線S’＊（図1参照）は安定的であり，非寡
占的部門の曲線S4（図4参照）も長期的にほぼ安定的であると想定され
るから，それから合成される経済全体の長期貯蓄増加率曲線S’＊も安定的
で，その形状は図5におけるようなものになると考えられる。しかしなが
1。巌 S’楽
㌦?
M
1●楽
　茅　　S’果
Eu
　　　Iδ業
0 だ　　　　　　　だ　　　　　　ボGEL　　GM　　GEU
S’米
E米
S’米
1る米
ケース1
0 ??G
ケースII
G
図　5
28
現代企業社会と巨視的動学
ら，寡占的部門の長期的投資増加率曲線1’＊は同様に安定的であるが，
非寡占的部門の投資増加率曲線1●’は中期について成立し，中期間ごとに
上方もしくは下方にシフトする。したがって長期モデルを構成するために
は，長期的な時間経過の中で交互に現われる非寡占的部門の諸曲線1”の
うち，分析上の参照基準となりうるような，いわば平均的・代表的な長期
基準曲線1δ＊を考えなけれぽならない（3）。このような曲線16＊も当然の
ことながら図4におけるようなものとなるが，これと寡占的部門の長期的
曲線1●＊（図1参照）から合成される，経済全体の長期（的に妥当すると
想定される）巨視的基準投資増加率曲線16＊の形状は，図5に描かれて
いるように二つのものが考えられる。そして曲線S’＊との関係から，三
つの交点をもつケース1と一つの交点しかもたないケース皿が考えられ
る④。
　ケース1では，交点M＊は不安定であり，求められる均衡成長率は安定
的な下位均衡点：E＊しにおけるG㌔L，もしくは上位均衡点：E㌔における
G＊EUとなる。ケース皿では，交点E＊は安定均衡であり，均衡成長率は
G㌔として求められる。すでに述べたように，全体としての経済におい
て決定される長期均衡成長率が，同時に経済のすべての部門の均衡を保証
するとは限らず，不均衡状態にあり，特に負債ないし赤字が累積していく
部門の行動の変更によって，長期均衡成長径路からの乖離が起こる可能性
もある。しかしここでは，このような時期的に不確定な変化の可能性は，
より基本的で規則的な経済成長率の循環的運動に歴史的特性を与えるもの
として考えられているが，いまやその理由は明らかである。すなわち，あ
る部門の不均衡に基づくそのような乖離の可能性がまったくないとして
も，非寡占的部門の投資増加率曲線1”は中期間を経るごとにシフトする
ために，経済全体の巨視的曲線1．＊もシフトすることになり，こうして
長期均衡成長率をめぐる成長率循環が生起するに至ると考えられるからで
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ある（5）。ここでは，不均衡状態にある部門に起因する乖離の可能性はない
ものとして分析を進めるが，このためには・われわれは中期モデルに移ら
なければならない。
　3．　中期動学モデル
　まず，全体としての経済の長期均衡成長率G＊Eが・図5の長期均衡点
E㌔，E㌔，もしくはE＊において達成されているものとして出発しよう。
図6における点E＊oとG＊EOは，この状態を示している。すると現在の
非寡占的部門の投資増加率曲線は，平均的・代表的な長期基準曲線16＊に
一致していることになる。さて，一時的ではな：く，少なくとも中期間を越
えて持続すると期待される経済成長率G’がG＊EOから乖離するものとす
ると，非寡占的部門の投資増加率はその曲線16＊に沿って変化する。他
方，この部門の貯蓄増加率は，長期的にもほぼ安定的なこの部門の曲線
S”に沿って変化する。しかしながら寡占的部門のG’に対する反応は，
中期的な投資増加率曲線14と貯蓄増加率曲線S”に沿ってなされるが
（図2参照），すでにみたように，その反応は長期的な曲線に沿う場合よ
りもゆるやかである。G㌔0と異なるG’と，全体としての経済の中期的
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行動によって決定される貯蓄増加率との関係を示す，中期巨視的貯蓄増加
率曲線S●’は，それぞれの部門の曲線から合成され，図6に描かれて
いるように，長期巨視的曲線S●＊（図5参照）よりもゆるやかな傾斜を
もつものとなるであろう。これに対する中期巨視的投資増加率曲線は，中
期間を経るごとに（シフトする非寡占的部門の曲線1”の影響を受けて）
シフトするから，分析上の参照基準としての中期巨視的基準曲線16’を
考えておかなければならない。これは非寡占的部門の長期基準曲線1計
と寡占的部門の中期曲線1．’とから合成されるが，ここでも長期モデルの
場合（図5）と同様，その形状は図6におけるように二つのものが考えら
れる。いうまでもなく，中期の巨視的曲線S”と巨視的基準曲線16’は．
長期均衡点E＊oを通り，点E＊oで交わるが，両曲線の関係によって，こ
の他に二つの交点を．もつケース1と，他には交点をもたないケース虹とが
考えられる⑥。
　さて，時間が経過して中期間を過ぎると，基準曲線16’に一致してい
た投資増加率曲線1”はシフトするから，経済は長期均衡成長径路を離れ
ることになる。そして直ちに考えられることは，ケース1においては，長
期均衡成長率G㌔0をめぐる規則的な成長率循環が生起するに至り，ケー
ス皿においては，G＊EOを中心とするやや不規則的な小幅な振動が起こる
ことになるであろう，ということである。しかしながら，このことが確
実にいえるのは，中心となる長期均衡成長率が，長期モデルのケース皿
（図5）において決定されている場合である。それが長期モデルのケース
1における二つの均衡成長率のいずれか一つである場合には，中期的な変
動過程において，長期均衡成長率自体が他方に転換される可能性があるで
あろう。次に，この興味ある問題を考えることにしよう。
　4，　中期的成長率循環と長期均衡成長率
　まず，問題の長期均衡成長率が，長期モデルのケース1（図5）の上位
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均衡点E＊uにおける成長率G＊EUである場合から出発しよう。経済成長
率G’が，これをめぐる中期的変動過程において，長期モデルの不安定点
M＊の成長率G＊Mを下回ることになり，この事態がいくつかの中期間を
越えて持続するものとしよう。その結果，特に寡占的部門の長期行動計画
の改訂が行なわれて1中期的投資・貯蓄増加率曲線ではなしに，長期曲線
に沿う行動がとられるに至るならぽ（7），長期均衡成長率は，最初のG㌔U
から下位均衡成長率G＊飢まで低下することになるであろう。このような
ことが起こるためには，全体としての経済の行動が，中期モデルに従う行
動から，長期モデルに従う行動へ転換されうるに十分な期間にわたって，
G’＜G㌔の事態が持続しなければならない。事態の大ぎな変化がない限
り，G㌔Uをめぐる小幅な振動をもたらすにとどまるであろう中期モデル
のケースHについては，そのような可能性はほとんどないものと想定され
る。中期モデルのケース1における下降過程でそれが常に起こるとは限ら
ないが，その可能性は十分にありうるであろう。
　さて，中期モデルのケース1の下降過程において，長期均衡成長率が
G㌔UからG＊肌まで低下したものとしよう。この下位均衡成長率をめぐ
る中期的変動は，中期モデルによって説明されるが，長期均衡成長率自体
のG＊EしからG＊EUへの上昇は，上述したのと同様にして起こりうる。す
なわち，成長率G’の中期的変動過程においてG＊M＜G’となり，この事
態が十分な期間を通して持続し，中期モデルに従う行動から長期モデルに
従う行動への転換がなされるならぽ，長期均衡成長率はG㌔Uまで上昇す
る。このような可能性があるのは，やはり中期モデルのケース1における
上昇過程においてであろう。
　こうして，長期モデルのケース1年中期モデルのケース1と結びつく場
合には，一つの長期均衡成長径路をめぐる中期的な変動過程において，他
の長期均衡成長径路をめぐる中期的変動に転換されることになりうるので
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ある。しかしながら中期モデルのケース皿では，長期にわたってやや安定．
的な成長径路を進む可能性が大ぎく，中心となる長期均衡成長率が特に長
期モデルのケース1のG＊EUもしくはG＊Eしである場合には，高位もしく
は低位の成長過程が持続することになるであろう。
　　注
　（1）　なお，アイヒナーとタリーゲルの用語法については，■の注（1）参照。
　（2）かつてカレツキー（M．K：alecki）〔12〕やカルダー〔10〕が景気循環分析
　　　の対象とした経済は，まさにこのような経済であったと解することもできよ
　　　う。また近年，そのモデルはエルティス（W．A．　Eltis）によって多少発展
　　　された形で用いられている（〔6〕，Chap．12）。ここでの非寡占的部門モデ
　　　ルは，いわぽカレツキーーカルダー型モデルの成長率版であるといえる。
　（3）　すでに述べたように（皿の冒頭），マクロ的諸関係は，分析者の見地から
　　　は客観的に把握されうると想定される，純粋に分析上の概念である。
　（4）　さらに多くの交点をもつ場合も考えられようが，これによって以下の議論
　　　の本質が影響されることはない。というのは，それらの交点の最上点および
　　　最：下点では，両曲線の関係は図5の点E＊uおよび点E㌔におけるような
　　　ものとなるからである。
　（5）　本稿の初めに指摘したように，アイヒナーのメガコープ・モデルは，その
　　　長期的行動に関する明確な考慮を欠いているために，彼の巨視的不均衡動学
　　　は，もっぱら諸部門の不均衡状態に起因する時期的に不確定な変化にのみ依
　　　存することになっている。したがって，長期均衡成長率をあぐる規則的な成
　　　長率循環の可能性は，彼のモデルによっては分析されえないのである。
　（6）　前注（3）参照。
　（7）　長期行動計画の改訂は，長期曲線上の移動によるものであり，長期曲線自
　　　体のシフトによるものではない。
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